
 

 

京都市消防関係手数料条例（平成２８年１２月２２日京都市条例第   号）（消防局予

防部） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成２７年法律第５０号）の施行により火薬類取締法の一部が改正され，

同法に基づく火薬類の製造許可等の審査及び検査に係る事務に関する権限について，京

都府知事から市長への移譲により，当該審査等に係る手数料を定める等の必要が生じた

ことに伴い，京都市火災予防条例に規定している消防法及び同条例に基づく事務に係る

手数料の徴収等について併せて規定するため，この条例を制定することとしました。 

主な内容は，次のとおりです。 

１ 消防法の規定に基づく事務について，別表第１に掲げる手数料を徴収することとし

ます。 

２ 火薬類取締法の規定に基づく事務について，別表第２に掲げる手数料を徴収するこ

ととします。 

３ 京都市火災予防条例の規定に基づく事務について，別表第３に掲げる手数料を徴収

することとします。 

この条例は，平成２９年４月１日から施行することとしました。 

２１



 

 

京都市消防関係手数料条例を公布する。 

平成２８年１２月２２日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

京都市消防関係手数料条例 

（消防法に基づく事務に係る手数料の徴収） 

第１条 消防法（別表第１において「法」という。）の規定に基づく事務について，同表に

掲げる手数料を徴収する。 

（火薬類取締法に基づく事務に係る手数料の徴収） 

第２条 火薬類取締法（別表第２において「法」という。）の規定に基づく事務について，

同表に掲げる手数料を徴収する。 

（京都市火災予防条例に基づく事務に係る手数料の徴収） 

第３条 京都市火災予防条例の規定に基づく事務について，別表第３に掲げる手数料を徴

収する。 

（手数料の納入時期） 

第４条 前３条の手数料は，申請又は申出の際に納入しなければならない。ただし，市長

が特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

（手数料の還付） 

第５条 既納の手数料は，還付しない。 

（手数料の減免） 

第６条 市長は，特別の理由があると認めるときは，手数料を減額し，又は免除すること

ができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２９年４月１日から施行する。 

（関係条例の一部改正） 

２ 京都市火災予防条例の一部を次のように改正する。 

第６１条を削り，第６１条の２を第６１条とする。 
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別表第４及び別表第５を削る。 

別表第１（第１条関係） 

区        分 手数料（１件につき） 

（１） 法第１０条第１項ただし書の規定に基づく指定数

量以上の危険物を仮に貯蔵し，又は取り扱う場合の

承認の申請に対する審査 

円 

５，４００  

 

（２） 法第１１条第１項前

段の規定に基づく製

造所の設置の許可の

申請に対する審査 

指定数量の倍数が１０以下

の製造所 
３９，０００  

指定数量の倍数が１０を超

え５０以下の製造所 
５２，０００  

指定数量の倍数が５０を超

え１００以下の製造所 
６６，０００  

指定数量の倍数が１００を

超え２００以下の製造所 
７７，０００  

指定数量の倍数が２００を

超える製造所 
９２，０００  

（３） 法第１１

条第１項

前段の規

定に基づ

く貯蔵所

の設置の

許可の申

請に対す

る審査 

屋内貯蔵

所 

指定数量の倍数が１０以下

のもの 
２０，０００  

 
指定数量の倍数が１０を超

え５０以下のもの 
２６，０００  

 
指定数量の倍数が５０を超

え１００以下のもの 
３９，０００  

 
指定数量の倍数が１００を

超え２００以下のもの 
５２，０００  

 
指定数量の倍数が２００を

超えるもの 
６６，０００  

  
屋外タン 

ク貯蔵所

（特定屋

指定数量の倍数が１００以

下のもの ２０，０００  

  



 

 

  
外タンク

貯蔵所及

び準特定

屋外タン

ク貯蔵所

を除く。） 

指定数量の倍数が１００を

超え１０，０００以下のも

の 

２６，０００  

  

指定数量の倍数が１０，０

００を超えるもの 
３９，０００  

  
準 特 定 屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 ５３０，０００  

  
特定屋外

タンク貯

蔵所（浮き

屋根を有

する特定

屋外貯蔵

タンクの

うち危険

物の規制

に関する

規則（以下

「危険物

規則」とい

う。）第２

０条の４

第２項第

３号に定

める構造

を有しな

ければな

危険物の貯蔵最大数量が

１，０００キロリットル以

上５，０００キロリットル

未満のもの 

８３０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が

５，０００キロリットル以

上１０，０００キロリット

ル未満のもの 

１，０１０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が１

０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリット

ル未満のもの 

１，１２０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が５ 

 



 

 

  
らないも

のに係る

特定屋外

タンク貯

蔵所（以下

「浮き屋

根式特定

屋外タン

ク貯蔵所」

という。） 

及び浮き

蓋付きの

特定屋外

貯蔵タン

クのうち

危険物規

則第２２

条の２第

１号ハに

定める構

造を有し

なければ

ならない

ものに係

る特定屋

外タンク

貯蔵所（以

下「浮き蓋

付特定屋

外タンク

０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリッ

トル未満のもの 

１，４２０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が１

００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリ

ットル未満のもの 

１，６６０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が２

００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリ

ットル未満のもの 

３，８８０，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が３

００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリ

ットル未満のもの 

５，１００，０００  

  

危険物の貯蔵最大数量が４

００，０００キロリットル ６，２９０，０００  



 

 

  
貯蔵所」と

いう。）を

除く。） 

以上のもの 
 

  

浮き屋根

式特定屋

外タンク

貯蔵所及

び浮き蓋

付特定屋

外タンク

貯蔵所 

危険物の貯蔵最大数量が

１，０００キロリットル以

上５，０００キロリットル

未満のもの 

１，１３０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が

５，０００キロリットル以

上１０，０００キロリット

ル未満のもの 

１，３４０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が１

０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリット

ル未満のもの 

１，５００，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が５

０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリッ

トル未満のもの 

１，８３０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が１

００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリ

ットル未満のもの 

２，１４０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が２

００，０００キロリットル 
４，３５０，０００    

以上３００，０００キロリ

ットル未満のもの 

  
危険物の貯蔵最大数量が３

００，０００キロリットル ５，５７０，０００  



 

 

  
以上４００，０００キロリ

ットル未満のもの 
 

  
危険物の貯蔵最大数量が４

００，０００キロリットル

以上のもの 

６，７７０，０００  

  
屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 ２６，０００  

  

地下タン

ク貯蔵所 

指定数量の倍数が１００以

下のもの 
２６，０００  

  
指定数量の倍数が１００を

超えるもの 
３９，０００  

  
簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 １３，０００  

  
移動タンク貯蔵所（積載式移動タンク貯

蔵所並びに航空機及び船舶の燃料タン

クに直接給油するための給油設備を備

えた移動タンク貯蔵所を除く。） 

２６，０００  

  
積載式移動タンク貯蔵所又は航空機若

しくは船舶の燃料タンクに直接給油す

るための給油設備を備えた移動タンク

貯蔵所 

３９，０００  

  
屋 外 貯 蔵 所 １３，０００  

（４） 法第１１

条第１項

前段の規

定に基づ

く取扱所

の設置の

許可の申

請に対す

る審査 

給油取扱所（屋内給油取扱所を除く。） ５２，０００  

 
屋 内 給 油 取 扱 所 ６６，０００  

 
第 １ 種 販 売 取 扱 所 ２６，０００  

 
第 ２ 種 販 売 取 扱 所 ３３，０００  

 

 

危険物を移送するための配

管の延長（当該配管の起点

又は終点が２以上ある場合

には，任意の起点から任意

の終点までの当該配管の延 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移送取扱 

長のうち最大のもの。以下

この項及び（１７）の項に

おいて同じ。）が１５キロメ

ートル以下のもの（危険物

を移送するための配管に係

る最大常用圧力が０.９５

メガパスカル以上のもので

あって，かつ，危険物を移

送するための配管の延長が

７キロメートル以上のもの

を除く。） 

２１，０００  

 
所 危険物を移送するための配

管に係る最大常用圧力が

０.９５メガパスカル以上

のものであって，かつ，危

険物を移送するための配管

の延長が７キロメートル以

上１５キロメートル以下の

もの 

８７，０００  

  

危険物を移送するための配

管の延長が１５キロメート

ルを超えるもの 

８７，０００円に危険

物を移送するための

配管の延長が１５キ

ロメートル又は１５

キロメートルに満た

ない端数を増すごと

に２２，０００円を加 

 
  えた額 

 
 

 

 

指定数量の倍数が１０以下

のもの 
３９，０００  

 
指定数量の倍数が１０を超  



 

 

 
 

一般取扱

所 

え５０以下のもの 
５２，０００  

 
指定数量の倍数が５０を超

え１００以下のもの 
６６，０００  

 
指定数量の倍数が１００を

超え２００以下のもの 
７７，０００  

 
指定数量の倍数が２００を

超えるもの 
９２，０００  

（５） 法第１１条第１項後段の規定に基づく製造所の位

置，構造又は設備の変更の許可の申請に対する審査 

（２）の項に掲げる製

造所の区分に応じ，そ

れぞれ当該製造所に

係る手数料の額の２

分の１に相当する額 

（６） 法第１１条第１項後段の規定に基づく貯蔵所の位

置，構造又は設備の変更の許可の申請に対する審査 

（３）の項に掲げる貯

蔵所の区分（特定屋外

タンク貯蔵所又は準

特定屋外タンク貯蔵

所にあっては，地方公

共団体の手数料の標

準に関する政令に規

定する総務省令で定

める金額等を定める

省令第２条第１号に

規定する場合には，

（３）の項に掲げる屋

外タンク貯蔵所の区 

  分）に応じ，それぞれ

当該貯蔵所に係る手

数料の額の２分の１

に相当する額 



 

 

   

（７） 法第１１条第１項後段の規定に基づく取扱所の位

置，構造又は設備の変更の許可の申請に対する審査 

（４）の項に掲げる取

扱所の区分に応じ，そ

れぞれ当該取扱所に

係る手数料の額の２

分の１に相当する額 

（８） 法第１１条第５項の規定に基づく製造所の設置の

許可に係る完成検査 

（２）の項に掲げる製

造所の区分に応じ，そ

れぞれ当該製造所に

係る手数料の額の２

分の１に相当する額 

（９） 法第１１

条第５項

の規定に

基づく貯

蔵所の設

置の許可

に係る完

成検査 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 

（３）の項に掲げる屋

外タンク貯蔵所の区

分に応じ，それぞれ当

該屋外タンク貯蔵所

に係る手数料の額の

２分の１に相当する

額 

屋外タンク貯蔵所以外の貯蔵所 

（３）の項に掲げる貯

蔵所の区分に応じ，そ

れぞれ当該貯蔵所に

係る手数料の額の２

分の１に相当する額 

（１０） 法第１１条第５項の規定に基づく取扱所の設置の

許可に係る完成検査 

（４）の項に掲げる取

扱所の区分に応じ，そ

れぞれ当該取扱所に 

  係る手数料の額の２

分の１に相当する額 

（１１） 法第１１条第５項の規定に基づく製造所の位置，構

造又は設備の変更の許可に係る完成検査 

（２）の項に掲げる製

造所の区分に応じ，そ 



 

 

  れぞれ当該製造所に

係る手数料の額の４

分の１に相当する額 

（１２） 法第１１

条第５項

の規定に

基づく貯

蔵所の位

置，構造

又は設備

の変更の

許可に係

る完成検

査 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 

（３）の項に掲げる屋

外タンク貯蔵所の区

分に応じ，それぞれ当

該屋外タンク貯蔵所

に係る手数料の額の

４分の１に相当する

額 

屋外タンク貯蔵所以外の貯蔵所 

（３）の項に掲げる貯

蔵所の区分に応じ，そ

れぞれ当該貯蔵所に

係る手数料の額の４

分の１に相当する額 

（１３） 法第１１条第５項の規定に基づく取扱所の位置，構

造又は設備の変更の許可に係る完成検査 

（４）の項に掲げる取

扱所の区分に応じ，そ

れぞれ当該取扱所に

係る手数料の額の４

分の１に相当する額 

（１４） 法第１１条第５項ただし書の規定に基づく製造所，

貯蔵所又は取扱所の仮使用の承認の申請に対する

審査 

５，４００  

（１５） 法第１１

条の２第

１項の規

定に基づ

く 製 造

所，貯蔵

 
容量１０，０００リットル

以下のタンク 
６，０００  

  
容量１０，０００リットル  

  
を超え１，０００，０００

リットル以下のタンク 

１１，０００  

 
 容量１，０００，０００リ  



 

 

 
所又は取

扱所の設

置の許可

に係る完

成検査前

検査 

水張検査 

ットルを超え２，０００，

０００リットル以下のタン

ク 

１５，０００  

  

容量２，０００，０００リ

ットルを超えるタンク 

１５，０００円に１，

０００，０００リット

ル又は１，０００，０

００リットルに満た

ない端数を増すごと

に４，４００円を加え

た額 

 

 
容量６００リットル以下の

タンク 
６，０００  

  
容量６００リットルを超え

１０，０００リットル以下

のタンク 

１１，０００  

 

水圧検査 

容量１０，０００リットル

を超え２０，０００リット

ル以下のタンク 

１５，０００  

  

容量２０，０００リットル

を超えるタンク 

１５，０００円に１

０，０００リットル又

は１０，０００リット

ルに満たない端数を

増すごとに４，４００

円を加えた額 

 

 

危険物の貯蔵最大数量が

１，０００キロリットル以

上５，０００キロリットル 

 

４１０，０００  

  
未満の特定屋外タンク貯蔵

所 
 



 

 

    
  

危険物の貯蔵最大数量が

５，０００キロリットル以

上１０，０００キロリット

ル未満の特定屋外タンク貯

蔵所 

５４０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が１

０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリット

ル未満の特定屋外タンク貯

蔵所 

７００，０００  

 

基礎・地盤

検査 

危険物の貯蔵最大数量が５

０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリッ

トル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

９２０，０００  

 
危険物の貯蔵最大数量が１

００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

１，０４０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が２

００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

１，６００，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が３

００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン 

 

１，８２０，０００  



 

 

  
ク貯蔵所  

  
危険物の貯蔵最大数量が４

００，０００キロリットル

以上の特定屋外タンク貯蔵

所 

２，０３０，０００  

 
 危険物の貯蔵最大数量が

１，０００キロリットル以

上５，０００キロリットル

未満の特定屋外タンク貯蔵

所 

４９０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が

５，０００キロリットル以

上１０，０００キロリット

ル未満の特定屋外タンク貯

蔵所 

６３０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が１

０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリット

ル未満の特定屋外タンク貯

蔵所 

９９０，０００  

 

溶接部検

査 

危険物の貯蔵最大数量が５

０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリッ

トル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

１，３１０，０００  

 
危険物の貯蔵最大数量が１

００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

１，７２０，０００  



 

 

    
  

危険物の貯蔵最大数量が２

００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

３，３２０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が３

００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリ

ットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

４，０６０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が４

００，０００キロリットル

以上の特定屋外タンク貯蔵

所 

４，６５０，０００  

（１６） 法第１１

条の２第

１項の規

定に基づ

く 製 造

所，貯蔵

所又は取

扱所の位

置，構造

又は設備

の変更の

許可に係

る完成検

査前検査 

水 張 検 査 

（１５）の項に掲げる

水張検査に係るタン

クの区分に応じ，それ

ぞれ当該タンクに係

る手数料の額と同一

の額 

 

水 圧 検 査 

（１５）の項に掲げる

水圧検査に係るタン

クの区分に応じ，それ

ぞれ当該タンクに係

る手数料の額と同一

の額 

 

 

（１５）の項に掲げる

基礎・地盤検査に係る

特定屋外タンク貯蔵 



 

 

 

基 礎 ・ 地 盤 検 査 

所の区分に応じ，それ

ぞれ当該特定屋外タ

ンク貯蔵所に係る手

数料の額の２分の１

に相当する額 

 

溶 接 部 検 査 

（１５）の項に掲げる

溶接部検査に係る特

定屋外タンク貯蔵所

の区分に応じ，それぞ

れ当該特定屋外タン

ク貯蔵所に係る手数

料の額の２分の１に

相当する額 

（１７） 法第１４

条の３第

１項又は

第２項の

規定に基

づく特定

屋外タン

ク貯蔵所

又は移送

取扱所の

保安に関

する検査 

 

危険物の貯蔵最大数量が

１，０００キロリットル以

上５，０００キロリットル

未満のもの 

３１０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が

５，０００キロリットル以

上１０，０００キロリット

ル未満のもの 

４３０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が１

０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリット

ル未満のもの 

７２０，０００  

 
 

 

特定屋外

タンク貯 

危険物の貯蔵最大数量が５

０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリッ

トル未満のもの 

９６０，０００  



 

 

 
蔵所 

  

 
危険物の貯蔵最大数量が１

００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリ

ットル未満のもの 

１，２１０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が２

００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリ

ットル未満のもの 

２，９５０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が３

００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリ

ットル未満のもの 

３，６２０，０００  

  
危険物の貯蔵最大数量が４

００，０００キロリットル

以上のもの 

４，１７０，０００  

 

移送取扱

所 

危険物を移送するための配

管に係る最大常用圧力が

０.９５メガパスカル以上

のものであって，かつ，危

険物を移送するための配管

の延長が７キロメートル以

上１５キロメートル以下の

もの 

７０，０００  

 
 ７０，０００円に危険

物を移送するための

配管の延長が１５キ

ロメートル又は１５

キロメートルに満た 

危険物を移送するための

配管の延長が１５キロメ

ートルを超えるもの 



 

 

   

 

ない端数を増すごと

に１７，０００円を加

えた額 

別表第２（第２条関係） 

区        分 手数料（１件につき） 

（１） 法第３条の規定に基づく火薬類の製造の許可の申

請に対する審査 

円 

２２０，０００  

（２） 法第５条の規定に基づ

く火薬類の販売営業の

許可の申請に対する審

査 

競技用紙雷管のみの販売

営業 
２５，０００  

そ の 他 の 販 売 営 業 １１０，０００  

（３） 法第１２条第１項の規定に基づく火薬庫の設置又

は移転の許可の申請に対する審査 
７３，０００  

（４） 法第１２条第１項の規定に基づく火薬庫の構造又

は設備の変更の許可の申請に対する審査 
８，３００  

（５） 法第１５条第１項又は第２項の規定に基づく火薬

類の製造施設の完成検査 
４１，０００  

（６） 法第１５条第１項又は

第２項の規定に基づく

火 薬 庫 の 完 成 検 査 

設置又は移転の工事に係

るもの 
４１，０００  

構造又は設備の変更の工

事に係るもの 
２３，０００  

（７） 法第１７条第１項の規定に基づく火薬類の譲渡し

の許可の申請に対する審査 
１，２００  

 法第１７条

第１項の規

定に基づく

火薬類の譲

受けの許可

の申請に対 

火 工 品 の み の 譲 受 け ２，４００  

 

 

申請に係る火薬類（火工

品を除く。）の数量が２５

キログラム以下のもの 

３，５００  

  
そ の 他 の も の ６，９００  

その他の

譲受け 



 

 

 する審査    

（８） 法第２５条第１項の規定に基づく煙火の消費の許

可の申請に対する審査 
７，９００  

（９） 法第３５条第１項の規定に基づく特定施設又は火

薬庫に係る保安検査 
４１，０００  

別表第３（第３条関係） 

区        分 
手数料（１基又は１個

につき） 

京都市火災予防条例

第６０条の規定に基

づくタンク等の検査 

タ ン ク の 水 張 検 査 
円 

６，０００  

タンクの

水圧検査 

容量が６００リットル以下

のもの 
６，０００  

容量が６００リットルを超

えるもの 
１０，５００  

安 全 装 置 の 機 能 検 査 ２，３００  

（消防局予防部） 

 


